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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
 

回次
第118期

第３四半期累計期間
第119期

第３四半期累計期間
第118期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 6,481 6,409 8,273

経常利益 (百万円) 344 358 364

四半期（当期）純利益 (百万円) 254 253 302

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 15,400 15,400 15,400

純資産額 (百万円) 8,133 8,352 8,011

総資産額 (百万円) 12,201 12,327 11,950

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 16.63 16.59 19.78

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2

自己資本比率 (％) 66.7 67.8 67.0
 

 

回次
第118期

第３四半期会計期間
第119期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.92 4.96
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

 

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用環境は引き続き改善傾向にあるものの、個人消費

は依然弱含みで推移し、景気回復には力強さに欠ける展開となりました。　

また、世界経済は、英国のＥＵ離脱問題や米国大統領選挙などに反応して為替相場や株式市場が大きく変動する

など、経済環境は不安定に推移し、新興国経済の減速もあり不確実性の高まりから先行き不透明な状況が続いてお

ります。

造船業界は、新造船の受注状況は厳しく過去最低水準になる見込みであります。また、海運業界につきまして

も、傭船料の長期低迷から昨年秋以降市況回復の兆しがありますが、引き続き船腹供給の過剰感は残り楽観できる

状況ではありません。

このような状況下、当社といたしましては、主機関の販売台数が前年同期に比べ１台増加したものの、大型の２

サイクル機関の売上が前年同期に比べ減少したこと、修繕ドックを中心とした部分品及び修理工事等の売上が前年

同期と同程度の売上を確保したことにより、当第３四半期累計期間は、売上高6,409百万円（前年同期比1.1％

減）、経常利益358百万円（前年同期比3.9％増）、四半期純利益253百万円（前年同期比0.3％減）となりまし

た。　

また、受注高は7,342百万円（前年同期比15.3％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の金額は102百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

 

(6) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,000 15,400,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 15,400,000 15,400,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

─ 15,400,000 ─ 1,510,000 ─ 926,345
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

106,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,074,000
15,074 ―

単元未満株式
普通株式
 

 
220,000

 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,074 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
有楽町一丁目７番１号

106,000 ― 106,000 0.68

計 ― 106,000 ― 106,000 0.68
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,018,288 2,433,188

  受取手形及び売掛金 2,277,009 ※  2,669,000

  仕掛品 2,064,616 2,383,699

  原材料及び貯蔵品 455,840 428,670

  その他 104,442 159,303

  貸倒引当金 - △268

  流動資産合計 7,920,197 8,073,594

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,493,179 1,474,474

   その他（純額） 1,387,166 1,366,490

   有形固定資産合計 2,880,346 2,840,965

  無形固定資産 31,395 46,512

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 1,138,929 1,386,633

   貸倒引当金 △20,260 △20,421

   投資その他の資産合計 1,118,669 1,366,211

  固定資産合計 4,030,411 4,253,689

 資産合計 11,950,609 12,327,284
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,581,452 1,779,454

  短期借入金 514,884 491,184

  未払法人税等 82,991 72,645

  引当金 166,906 103,107

  その他 727,946 970,259

  流動負債合計 3,074,181 3,416,650

 固定負債   

  社債 132,000 -

  長期借入金 321,658 133,262

  退職給付引当金 53,056 48,077

  役員退職慰労引当金 181,778 160,391

  その他 176,270 216,316

  固定負債合計 864,762 558,046

 負債合計 3,938,944 3,974,697

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,510,000 1,510,000

  資本剰余金 926,345 926,345

  利益剰余金 5,453,961 5,677,023

  自己株式 △32,014 △32,350

  株主資本合計 7,858,292 8,081,019

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 150,933 271,567

  繰延ヘッジ損益 2,438 -

  評価・換算差額等合計 153,371 271,567

 純資産合計 8,011,664 8,352,586

負債純資産合計 11,950,609 12,327,284
 

 

EDINET提出書類

株式会社　赤阪鐵工所(E01475)

四半期報告書

 8/13



(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 6,481,094 6,409,546

売上原価 5,072,490 4,969,653

売上総利益 1,408,604 1,439,893

販売費及び一般管理費 1,085,188 1,111,495

営業利益 323,415 328,397

営業外収益   

 受取利息 1,359 564

 受取配当金 20,552 22,199

 スクラップ売却益 11,367 11,766

 その他 11,594 13,576

 営業外収益合計 44,873 48,106

営業外費用   

 支払利息 19,554 12,015

 その他 3,758 6,155

 営業外費用合計 23,313 18,170

経常利益 344,976 358,334

特別利益   

 投資有価証券売却益 0 -

 受取保険金 60,465 -

 特別利益合計 60,465 -

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 2,232

 債権放棄損 22,287 -

 特別損失合計 22,287 2,232

税引前四半期純利益 383,153 356,102

法人税等 128,826 102,450

四半期純利益 254,327 253,652
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第３四半期累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間より適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額は軽微であります。
 

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第３四半期累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。た

だし、見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く場合は、法定実効税率を

使用しております。
 

 

　　（追加情報）

 
当第３四半期累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。
 

 

(四半期貸借対照表関係)

※　　四半期会計期間末日満期手形の会計処理について、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第３四

半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末残高に含

まれております。

 

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形 　―　千円 51,398千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 242,293千円 249,112千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 30,594 2 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

当第３四半期累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 30,589 2 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関連会社であ

るため、記載を省略しております。　

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 16円63銭 16円59銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 254,327 253,652

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 254,327 253,652

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,296 15,293
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月９日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   山   内   佳   紀   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   高   津   清   英   印

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   玉   田　 貴   彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社赤阪鐵

工所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第119期事業年度の第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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